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1．　は じめ に

　こ こ で は科学研 究費 （以下 、 科研 費）応

募資格の 問題 を取 り上 げる 。 真理 の探究 と

い う意味で の 研究活動は職業 とは 無関係に

実践可能で あ るが 、現代 で は国家や企業 に

雇用 され た専門家が職業 として 行 うの が 普

通で あ る。研究は研 究者 が己の信 ず る科学

的価値 に従 い 自由に 行 う活動で あ る 。 我が

国で は大学設置基準の 大 綱化 （基 準緩和

化）以降、大学 に よる大 学教授の研究 支援

体制や研究に関す る ル ール が 多様化 し姶め

て お り、研究促進に貢献 す る改善が見 られ

る
一

方で 、研究を阻害す る改変が なされ 、

研究者の 不利 に なる事例 も見受 け られ る 。

なお、本報告は北海道教育大学紀要論文
「
大学教授の 研究環境 の 劣化 に 関す る事例

研究 一
旅費 と科研申請資格を例 と して一

」

（宇 田川拓雄、64−1、2013／9）の
一

部 を

発展 さ せ た もの で ある 。

　大学教員が研究 を行 うの は当た り前の こ

とで あ り、 研究課題選択や研究方法は研 究

者 の 自由に任 されて い る。 しか し研究者は

課題や方法を完全に 自由に選べ るわ けで は

ない 。科研費公募要領の 「人権の 保護及 び

法令等の 遵守 へ の対応」 に あるよ うに個 人

情報、生 命倫理 ・安全 な どに つ い て の 規範

や社会道徳 の 基準 に従 わね ばな らない 。 こ

れ ら の 規制を クリア して も、 研究者が 自由

に研究を行 な うに は現実 的な問題が 存在す

る。それ は大学の 管理組織 に よ る研究者支

配の 問題で あ る。

　日本で は大学教員は大学か ら与えられ る

研究費や学外 の研究資金で 研究 を行な っ て

い る。その 前提 として大学が研 究者に研究

を職務 と して 認 め る こ とが 必要で ある。独

法化に よ り大学独 自の 裁量が認め られ る よ

うに な り、科研 費の 運用や応募申請資格の

扱い に大学 ご との 差が生 じて い る。科研 費

その もの の 自由度は 飛躍的に増大 したが 、

逆に 、 研究者の 不利益に な るマ ネ ジメ ン ト

を行 う大学 も出始め て い る。

2 。 科研費応募資格の 問題

　北海道の 国立 大 学お よび 3 つ の大 型教 育

大学に つ い て 2012年 Il月 に 科学研究費へ

の 応募資格 を調 べ た 。

応募資格 A B C

北海道教

育大学

不可 不可 不可

旭川医科

大学

可 可 研究室実験室 な

どを確認 して 認

め る。

小樽商科

大学

可 可 可

帯広畜産

大学

可 可 可

北見工 業

大学

可 特任

講師

と し

て 可

非常勤研究員 と

して 申請を認 め

る。

北海道大

学

可 可 研究室実験室な

どを確認 して 認

め て い る。

室蘭工 業

大学

可 可 研究室実験室な

どを確認 して 認

め て い る。

東京学 芸

大 学

可 可 無給研究員 とし

て 認め る。

大 阪教育

大学

可 可 可
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　表中、 A は応募時点で は資格が あ るが将

来は未定の 者 （任期制や退職予定教員）、

B は名誉教授 、 C は非常勤講師で ある 。

　外部資金獲得奨励 は全 国の 大学 に 共通 で

あろ う。 しか し科研費応募資格の認定は 大

学 の 裁量 に まか され、大学 ご とに違 い が あ

る。平成25年度科学研究費助成事業科研費

公募要領に よれ ば応募資格は
「応募時点 に

お い て 、所属す る研究機関か ら 、 次 の ア、

イ及びウ の 要件を満た す研究者で あ る と認

め られ、e−Rad に 『科研費の 応募資格有

り』 と して 研究者情報が 登録 されて い る研

究者」 で 「ア　研究機関に、当該研究機関

の 研究活動をお こ なうこ とを職務に含む者

と して
、 所属す る者 （有給 ・無給、常勤

・

非常勤、 フ ル タイム ・パ ー
トタイ ム の 別 を

問わない 。ま た、研究活動そ の もの を主 た

る職務 とす るこ とを要 しな い ）　 （以下、省

略 」　（p．14）とされて い る。 北海道教育大

学 は こ の 規定に反 し制限が 特に大き い
。

3．　 中期計画に お ける科学研究費の扱 い

　全国の国立大学法人 の 中期計画 （平成23

年3月）に お ける科研費の 扱い を文科省の

ホ
ーム ペ ージで調 べ た 。 全 86大学の うち科

研費 に 言及 して い る の は半数の 43大学で 、

大型大学、研究大学 、 小規模大学で は言及

しない 傾向が あ り、旧帝国大学で 言及 して

い る大学は ない 。 中期計画で
「II研究教育

項目」 扱い は ll大学（13％）、　 「皿 財務項

目」 扱 い は 38大学（44％）、両方で 言及 して

い るの は 6大学 （7％）、財務項 目の みで 言及

して い る大学は 33大学（38％）で あ っ た 。

　12大学は科研費応募申請 の数値 目標を挙

げて い る ：福岡教育大学 （申請率50 ％ 以

上）、香川大学 （申請率5％以上増加）、

和歌山大学 （申請件数 を平成 21年度よ り2

割増）、大 阪教育大学 （外部資金獲得に 取

り組む教員70％以上） 、 愛知教育大学 （申

請件数 100件） 、 金 沢大 学 （中期 計画開始

時比で 実質 10％程度 の 増加 ）、上越教育大

学 （平成21年比較で 20％増）、
一

橋大学

（申請率 10％増 ）、東京海洋大学 （申請率

IO％増）、 東京学芸大学 （過去 5年間平均

実 績の 50％増 ）、小樽商科大学 （申請率

45 ％以上 を維持）、北海道教育大学 （申請

率 100％ を目指す）。北海道教育大学は研

究支援策を持た ず 財政項目に研費応募申

請率の 数値 目標 を定めて い る。

3 ．考察

　北海道教育大学 にお ける科学研究費応募

申請 資格の 制限 は文部科学省の 資格拡大方

針ばか りか大学の 外部資金 導入 奨励方針 と

も矛盾 して い る。 その 理 由 として報告者が

現 時点で 思い つ くの は 、現状維持 ・前例踏

襲を好 む大学官僚制の 習性で ある 。 伝統的

な大学 運営 を続 けた い とい う保守的な官僚

体質 が矛盾 の元 凶で は ない だ ろ うか。

　大学が科研 費応募 申請率を 目標 と して 設

定 す るこ とは正 しい の だ ろうか。科研費を

必要 としない 研究や 、 講演や出版な ど外部

資金獲得 とは異な るや り方 で 成果を挙げる

研究 もあ る。研究 には プロ セ ス が あ り自分

の テ
ー

マ が どの 段階に ある の か 、 い つ 計画

を応募すれば採択 されそ うか は研究者 自身

が知 っ て い る 。 近 年、研 究は グル ープで 行

な うこ とが多 くな り、研究代表者以外 も重

要な役割を担 っ て い る 。 北海道教育大学は

応募申請資格を厳 しく制限 しっ つ 研究支援

策や イ ン セ ン テ ィ ブな しに 申請率 100％ を

目標 として い る。 これ は きわめて 非現実的

な数値 で あ っ て、努力 して い る こ とを示す

ア リバ イ，ない し単な るパ フ ォ
ー

マ ン スで

は ない の か。 ま ともな研究者が考えた計画

に は 思 えない
。 応募申請制限は研究者の 不

利益 に な るが 、応募を 強い る こ とは可能性

の ない 応募を続 ける こ とに な り害が大 き

い 。従来か ら教員養成大学 は 文部 科学省 の

意 向に従 う傾 向が あ るか ら、こ の 数値 目標

も事務管理部門の発想 で は ない だ ろうか 。

　国立大学 の法人化 は大学の 自由度を 向上

させ、学長 にか っ て ない ほ どの 権限を与え

た が 、 必 ずしも優れた人物が学長 にな る と

は 限 ら貳 さ らに 、 大学に おけ る官僚的支

配に対抗 す るはず の 教授 会の 権限が 大 き く

制限された め と、 研究者 自身が 研究環境の

改善に 立ち向か う習慣 が な い た め 、 今の 仕

組 み は 日本 の 大学 の 研究の 独立性、独創

性 、 自律性 を大 き く損な う恐れ が あ る よ う

に 思われ る。
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